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環境経営とは何か

ン「環境経営」は日本発のコンセプト

植田 本日は，「環境経営イノペ ー ションの

推進に向けて」と題して， 環境経営学の第一人

者であられる國部克彦先生に私が様々な論点を

お尋ねするという形式て， 対談を進めていきた

いと思います。

私が専門としている環境経済学の立場から，

環境と経済の両立というテーマを考えた場合，

具体的に両立を担うのは誰かという疑問に至り

植田氏

ます。担い手の 1人は当然企業である。その企

業が環境と経済の両立を実現するような経営，

すなわち環境経営を行うことが中心になるかと

思います。それでは， そもそも環境経営とはど

ういったものなのでしょうか。

國部 「環境経営」という用語はそもそも日

本語で， 私が記憶する限り19 90年代の末頃から

使われるようになったように思います。

「環 境経 営」を 英語に直訳 す る と environ

mental managementですが， それをもう 一

度日本語にすると「環境管理」という訳になっ

てしまう。環境管理といえば， 工場における

IS014001の よ う なEMS (Environmental 

Management System)をイメー ジさせる言葉

です。
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環境経営を英語に正確に訳すとすれば envir- のやり方は環境経営だがこれは現境経営ではな

onmentally conscious managementといった い， という判別は可能なのでしょうか。

感 じ で し ょ う か。environmental manage- 國部 それは大変難しい問題ですが， まず現

mentよりもっと広い感じの概念になります。 境に対する経営理念が確立されていることは当

植田 英語にするときはそう言っているので 然として， 環境に関する適切な意思決定ができ

すか。 るようなマネジメント・システムが構築されて

國部 欧米では， こうしたイメー ジがありま

せんので， それでも正確に通じている保証はあ

りません。むしろ， 日本企業が新しいコンセプ

トとして発信すべきです。

ただ， 日本企業でも環境経営に関する標準的

な理解は統一されていません。私は， 環境経営

とは，「企業経営の隅々にまで環境の意識を浸

透させた経営」と定義しています。公害防止や

廃棄物削減といった企業の環境保全活動は， 環

境経営ではなく環境管理であり， これらの活動

も非常に大切ですが， これは企業行動のごく一

部しか表していません。

企業には， 調達， 製造， 販売， 研究， 財務，

会計， 人事など多くの職能があります。環境経

営とは， それら企業経営全体に現境の意識を浸

透させてやっていく事です。いくぷん理念的で

すが， 環境経営という以上， このように理解し

なければ意味がないと考えます。

植田 よく分かります。私の理解では， 経営

は決定である， つまり， 何時， 何をするかを決

めるという行為が経営であると思っております。

そのときに環境に配慮した意思決定を行う，

こうした決定が企業の隅々にまで行き渡ってい

るのが環境経営なのですね。

ン環境経営か否かを判別することは可能力‘

植田 喋境経営という言葉が最近使われ出し

たとすれば， 企業にとって環境問阻とは比較的

新しい課題であると思います。

こうした新しい課題が出現したときにどうレ

スポンス（対応）するのかが問題かと思います。

このレスポンスのあり方の判別， すなわち， こ

いるかどうかがポイントになると思います。

経営では「決定」と同時にそれを支える「評

価」が重要で， 評価はマネジメント・システム

によって裏付けられねばなりません。したがっ

て， 業績評価のような評価システムの中に現境

を位置づけることが本質的に重要となります。

「環境は大事だ」という掛け声だけで， 環境
の要素がマネジメント・システムと切り離され

ている場合は， 環境経営に達していないと言わ

ざるを得ません。

植田 大変， 勉強になりました。「評価」と

「決定」という両方が大切なのですね。評価に

基づいて決定し， 決定した結果についても， 事

後的に評価しなくてはいけない。そういう関係

があるということですね。

かつ， 企業の理念に組み入れられていること

と同時に， 仕組みとしてそういうものを持って

いるのか。こういうことになりますね。

國部 そのとおりです。

環境への影響を評価する方法は

植田 企業活動が環境に及ぽした影響の評価

は， これまでどの様に行っていたのでしょうか。

また， 環境経営になると， どの様に変わってき

たのでしょうか。

國部 これは非常に難しい問題ですね。残念

ながら， 私の知る限り， 環境影響評価の手法や

研究成果が企業経営の意思決定に本格的に組み

入れられているといったケ ー スはほとんどあり

ません。その最大の理由は， 少なくとも短期的
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には， 環境に悪影響を及ぽしたことが企業の経

済的なパフォ ーマンスに影響しないからです。

そのため経営者の意思決定の中に環境的な評価

や影響が入っていきにくくなっている。

長期的なビジョンで環境影響を含めた評価は，

リスク管理の面からも最終的には必要です。 し

かしながら， 現在はその前段階として， 環境へ

の影響を削減することが， 企業にとっても直接

プラスになる部分から取組みを進めることもひ

とつの方法です。 私たちが現在取り組んでいる

「マテリアルフロ ー コスト会計」のように， 廃

棄物がコスト負担になるということを明白にし，

それを踏まえた評価をしていく方法は， 喋境と

経済の両立という点で非常に具体性を持つもの

です。

環 境 影 響 の 評 価手 法 で あ るLCA (Life 

Cycle Assessment ; ライフサイクル ・ ア セス

メント）など製品ペー スだと各評価はかなりで

きていますが， 意思決定ベ ースまで応用されて

いるかというと部分的な領域に留まると言わざ

るを得ないでしょう。

企業会計を環境配慮型に

植田 評価そのものにまだまだ多くの課題が

あるということなのですね。 しかし， 不完全な

がらも評価のための新しい試み ・方法が確立し

てきているような気がします。

私は， 会計学は専門外ですので， 詳しく教え

ていただきたいと思います。

「会計」というのは， 企業の経済計算システ

ムの一種ですから， 環境会計ができるというこ

とは， まさに企業活動の環境への影響とか環境

の変化が企業活動にどう関わっているかといっ

たことを評価し， 計算できるのではないかと思

っていたのですが， 違うのでしょうか。

國部 環境会計には， 環境省のガイドライン

に基づく， 企業外部へ情報提供するための環境

会計（外部環境会計）と内部管理のための環境

管理会計があります。 外部環境会計は環境会計

システムとしてある程度確立しているものの，

対象とするコストの範囲が環境保全コストに限

られるため， 企業経営全体に及ぼす影響も限定

的なものにならざるを得ません。

むしろ， 私は企業会計自身を環境配慮型に転

換していくことが必要だと考えます。 現行の企

業会計は， 経済活動がそうであるように， 全く

環境を考慮するようにはできていません。 つま

り， 企業会計においては利益を計算することが

目的ですから， いくらで仕入れていくらで売っ

たのかということが最も重要で， その途中のプ

ロセスでいくら廃棄していても， 環境へ負荷を

与えていても， 全体の利益計算には原則として

影響しない仕組みになっています。

環境への影響をより現実的に企業のビジネス

と結びつけるということであれば， ここのとこ

ろをもう少し精緻化して計算する必要がありま

す。 そうすることによって， 環境への負荷がコ

ストとしてどれくらい企業に影響しているのか，

それを削減すれば企業にとってどの程度効果が

あるのかということが示せるようになると思い

ます。 環境管理会計やマテリアルフローコスト

会計の目的はここにあります。

それに加えて， 企業が与える外部不経済を評

価して連携させれば， 環境会計はフルコスト会

計として完成するのですが， まだ研究段階の域

を出ていません。

植田 企業の事業活動で例えば廃棄物を出し

ているならば適切な処理をするはずですが， そ

れには費用がかかるということです。 こうした

事は， 会計処理に含まれているのですね。

國部 含まれていますが， どこに含まれてい
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るかが問題です。 廃棄物の処理は大体工場全体

で一括管理されていて， それを発生させる原因

とは無関係に管理されている場合がほとんどで

す。 したがって， 廃棄物の処理コストが製品の

収益性計算とうまくリンクしなくなっています。

植田 どの費目に入れるのかというのが重要

なのですね。

國部 廃棄物が発生している原因が特定の製

品にあるのに， 廃棄物処理の費用をグロスだけ

で見ていると管理しようがないのです。 例えば

現状ですと， 廃棄物の費用を減らそうと思った

場合は， 廃棄物処理業者のうちどこの業者が最

も処理費が安いかという， 総盤の廃棄物費用処

理でしか考えられないわけです。

望ましい方法は， 廃棄物の発生原因と処理費

用を企業会計のコスト計算の中できちんと結び

つけていくことです。 さらに重要なことは， 廃

棄物の処理費だけではなく， 廃棄物を作り出す

費用も考慮することです。 廃棄物も製品の製造

と同様に原材料， エネルギ ー ， そして人手を使

っているわけですから。 こういった費用をすべ

て考慮しないと， 廃棄物削減の意義が見えてき

ません。 廃棄物をお金をかけて作っていること

が分かれば， 廃棄物を削減する大きなインセン

ティプを企業に与えることが可能となります。

マテリアルフロー コスト会計の第一の効果はこ

こにあります。

植田 非常に大事なことですね。 廃棄物を減

らす動機が発生するように費用を計上するとい

うことができれば大分違ってきますね。

國部 そうなのです。

植田 しかし， 企業会計の処理は， 長きにわ

たり伝統的に続けてきた方法があるわけですね。

これを先生が仰るように大幅に変更することが

可能なのでしょうか。

國部 2つのやり方があると思います。 1つ

は， 原価計算基準を変えること。 しかし， この

作業には膨大な労力と時間を要しますから， 短

期的には難しいでしょう。

もう1つの方法は， 企業の経理システムとは

別に廃棄物コストやエネルギ ー コストを専門に

計算するシステムを作り， 専門的に管理するや

り方です。 環境対策に熱心な企業はすでに実践

しています。

植田 つまり， 従来の仕組みはそのまま置い

ておいて， 付加的に別の仕組みで評価してみる

ということですね。

まずは内部管理から

國部 そうです。 この別の仕組みの実践方法

も2通りあります。 1つはERP (Enterprise 

Resource Planning)というシステムなど使っ

て， 企業全体で経済情報と瑛境情報を連携させ

る方法です。 もう1つの方法は， 企業の会計シ

ステムとは独立した瑛境情報システム（環境会

計を含む）を作り， それだけを個別に計算する

やり方です。 ただし， 全社的に展開する場合に

は， いずれ企業会計システムとの連携が必要に

なります。

植田 日本の企業では， 実際にどの程度まで

実践されているのでしょうか。

國部 システム面で体系的にやっているとこ

ろはまだまだ少ないですね。 私が知っている企

業としては， 例えば， 田辺三菱製薬があります。

同社は， ERPの仕組みと連携させることで，

廃棄物原価などのマテリアルフロー コスト会計

惜報を把握しています。 また， キャノンでは，

環境部門が中心に廃棄物のマテリアルフローコ

スト会計の計算を推進しています。 積水化学で

は廃棄物に由来するコスト削減の目標を立てて，

そのための仕組みを作っています。 各社個別の

取組みの段階で， システム面ではまだ共通化し
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ていません。

植田 すると， 比較はどうなりますか。 例え

ばA社の方がB社より環境経営をやっている，

といった判定するためには， 比較ができないと

いけませんね。

國部 最終的にはそうですが， 現状では， そ

こまで到達するのはなかなか難しいですね。

会計には， 外部評価と内部管理の問題があり

ます。 植田先生が仰っているのは， 外部評価の

面だと思います。 しかし， 統一した外部評価の

手法作りには時間がかかります。 まずは， 内部

管理をうまく行い， それを評価手法に落とし込

んで最終的には外部からの評価ができるのが理

想ですが， 今のところは難しい。 したがいまし

て， まずは外側ではなく中側から変えていくこ

とが肝要だと思います。

1つの良い例があります。 各企業が作成して

いる「環境報告書」には， 多くの会社が目標を

立てています。 例えば， 資源生産性を〇倍にす

る等です。 その中で， 最近よく出てきたのは

「ファクター」です。

ファクター とは， 基準年度の環境効率と比較

年度の環境効率の比率です。 電機メ ー カ ー は

様々な方法でファクター の計算をしているので

すけれども， これが業種横断的に収敏していく

と， 植田先生が仰るような比較可能な評価手法

になる可能性はあります。 もちろん， 道のりは

まだまだ険しいと思いますが…。 ただし， 総合

評価という意味では大いに可能性はあると思い

ます。

企業の発想を変えられるか

ー・ー・ー・ー・ー・＊・ー・ー・ー・ー・ー・····-·ー・-·-·-·-·-・ー・ー・ー・-·-·•·•·-・-·-・ー・ー・ー・-·-・ー・ー・ー・-·-・ー・—

植田 私が専門としている「環境経済学」の

目的の1つは， “経済的には発展するけれど，

環境負荷は減る。” このための方法論や， これ

を実行するための枠組み等を見つけることです。

この考え自体は非常に望ましいものだと思うの

ですが， いかがでしょうか。

国部 全くその通りです。

植田 この分野の研究は， ここ20年ぐらいヨ
ーロッパを中心に急速に発展し， 今日では制度

的にも工夫された研究成果がたくさん出されて

おります。 この研究成果や考え方を企業にある

意味で当てはめてもいいのではと思います。 つ

まり， 売上げは伸びるけど， 環境負荷は減る，

といった感じですが， この考え方はどうでしょ

うか。

國部 理想としては可能だと思います。 しか

し， 具体的に実行するのはやはり難しいですね。

企業の行動は， むしろ全く逆です。 結局は，

「売り残しても売り逃すな」という発想です。

作り過ぎてもよいから， 欠品を避ける。 コンピ

ニなどは典型的ですね。 商品が欠品して買いに

来た人が買えないと違う店に行ってしまいます

から， それをなくすために， 残って捨ててもい

いからお客さんをつかまえるという発想。 だか

ら全く逆なのですよね。
こうした考え方である企業に， ‘それでも環

境に配慮した事業を行う＇ という方針をとらせ

るためには，「もしかしたら売り逃してしまう

かもしれないけれども， 環境に配慮した場合は，

それに上回るコスト節減があるか， もしくは将

来的なペネフィットがある」ということを示す

ことが必要です。 そのためには社会や市場も変

わる必要があります。

関連した話をもう1つ。 例えば， 組立工場な

どで「ウチは廃棄物がない」と言います。 しか

し， 工場の廃棄物としてカウントされていない

だけで， 実際の廃棄物はたくさんある。 つまり，

工場で製造された製品は， いったんはマー ケッ

トに出ます。 そこで売れ残ったものが返ってく

るのですが， これは， 工場の廃棄物とはカウン

トされないのです。 こういった点からも， 企業

の考えは，「全く逆」ということになってしま

うわけです。
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植田 そうなのですか。 ゼ

ロエミッションではないので

すね。
國部 そこは定義にかかわ

ることになります。 少なくと

も工場生産の中の廃棄物とは

みなされないと思います。
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植田 今， 議論していた点

は実は経済学的観点からみて

も非常に重要な問題です。 例

え ば， 経 済 学 で い う「マク

ロ」というのは集計概念なの

『サステイナビリティの経済学J (監
訳， 岩波書店，2007年），『リーディ
ングス環境』全5巻（共編著， 有斐
閣，2005-6年），『瑣境経済学』（岩
波書店，1996年）他， 著書多数。

です。 したがって， 環境と経済の両立といえば，

経済が発展するけれども， 環境負荷がトータル

で減っていけば， それは実現できることになり

ます。

ですから， そのマクロがどういうミクロ的な

基礎を持つかというか， 企業などの個々の主体

がどういうふうに負荷を減らせばよいか…とい

ったことなんですが。

國部 企業の売上げが上がると一般に環境負

荷も上がりますが， 業界の中で効率のよい企業

の売上げが伸びると， その会社の負荷の総景は

増えても， 業界全体では下がっているというこ

とは考えられます。 このような方向性も考えら

れてよいと思います。

環境経営を実現する手法

-·-・ー・ー・ー・ー・ー・ー・---·-・ー・ー・-----·-·ー•一•一·-·ー・ー・—•ー・-·-・ー・ー・ー・ー・ー・ー・ー・ー・-·-·-·-・ー・-·-

植田 ここ15年ぐらい， 環境と経済の両立と

いうより， もう少し進んだ方向， つまり， 経済

的には発展するが環境負荷は減る， こういう道

を求めようとする動きが中心だったと思います。

とりわけ， EUは戦略的に推進してきました。

ここから先へのステ ー ジは， この考えを何らか

の形， つまり環境経営に具体化されないと動か

ないものだと思うのですが。

國部 全くその通りだと思います。

植田 すると， その実現の手法が大切になり

ますが， 私のように経済学を専門としています

と， どうしても「環境税」とか「排出権取引」

といったマクロ的な手法を其っ先に発想してし

まいます。 これがミクロの企業経営レベルだと，

各企業はどのように受けとめて， 何をしている

のか。 今， 実際にどのような手法があり， 先生

はそれをどのように評価されていますか。 いく

つかご紹介いただけませんか。

國部 私たちが一番強調しているのは「マテ

リアルフロー コスト会計」のような， 通常の原

価計算で見落としていた環境負荷を， 企業にと

ってのコストとして見なしていくという方法で

す。 この手法は， 短期的なレベルでも環境と経

済を両立させる技術になり得る技術です。

また，「環境配慮設計」や「LCA」といった

技術もあります。 現状では， まだまだ十分に使

いこなせてないのですけれども， 低環境負荷の

製品の競争優位性が確保されれば大いに効果を

発揮するはずです。 ただ， そのような市場環境
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変化をどのように引き起こすかは，企業の範囲

を超えた問題となっています。

〇マテリアルフロ ー コスト会計(Material Flow 
Cost Accounting) : マテリアル（原材料）の フ
ロ ーとストックを金額と重批で追跡・測定し，廃
棄物を「負の製品」とみなして原価を計算する手

法。 ドイツで開発された手法で，日本では経済産

貨幣情報と実物情報

植田 われわれ経済学者は，物事を貨幣的な

経済計算梢報で考えていこうとする発想が基本

的に強いのですが，環境問題の場合は，これに
加えて廃棄物の景や質といった実物情報も必要

だと思います。経営の意思決定にこれらの実物

情報を活用するようなこともあるように思いま

すが，いかがでしょうか。

國部 環境に関しては実物惜報が基本になり

ます。しかしながら，経営者に訴えるには実物

情報だけでは不十分で， やはり金額が必要です

から， 物燿t音報と金額とをうまく結びつける方

法が最もインパクトが強いと思います。イメ ー

ジとしては，そのモノに会社が結局いくらお金

を使ったか， ということですね。例えば， この

廃棄物が出ているということに関しては，どれ

だけお金を費やしてしまっているのか。あるい

は，エネルギーをどれだけ無駄にして，どれだ

けお金を使ってしまったのか，といった感じです。

さらに， 企業活動がどのくらい環境に悪影響

を及ぼしているのかという外部費用を評価して

考慮に入れると， 意思決定は社会的になります。

植田 貨幣だけではなく， 物量的な情報が正

確に外部に伝わらないと危険ですね。極端な場

合は， 貨幣情報しか伝わらないと，実際は， 廃

棄物としてはすごい量があるのに，処理費が安

かったとしたら，この安価な処理費の情報でし

か判断されなくなってしまいます。そうすると

情報としては不完全なものに終わってしまう事

になりかねないわけです。

國部 そうなのです。ですから，大事なのは

企業外部に与える影響ですよね。それを経済的

にどう評価するのかが最終的にはポイントにな

ります。ただし， 評価するだけでは駄目で，企

業がそのような梢報を行動に織り込むことを，

市場や社会が適切に評価することが必要です。

外部費用を内部化した企業を， マ ー ケットがプ

ラスに評価すれば，経営者は進んでその方向へ

行くでしょう。最終的にはマ ー ケットの判断を

どのように変えるのかというところに収束して

いきます。

日本企業の環境情報は

有用な投資情報か

植田 投資家にとって「環境」というファク

ターは，どのくらい位囮づけられているのでし

ょうか。すなわち， 環境経営情報は投資家の意

思決定に際してどの程度影響を与えているので

しょうか。

國部 これも難しい問題ですね。投資家が意

思決定する際に最も基本となる情報はアニュア

ルレポート， 日本では有価証券報告書です。し

かし，日本企業の有価証券報告書には喋境関係

の情報はほとんど掲載されておりません。そも

そもそういった法規制もない。

その代わりといっては何ですが，日本企業の

多 く は， 環 境 報 告 書――-「CSR 報 告 書」や
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「サステイナプル報告書」と

いう名称に変更したところも

増えています一ーを作成，公

表しています。こうした報告

書を作成している企業の数は，

おそらく日本が世界ーで，実

に多数の企業が環境報告書を

作成しております。これらの

報告害を読み込むと，企業の

環境配慮の程度が企業問比較

は難しいかもしれませんが，

ある程度は把握できると思い

ます。

國部克彦氏[>
こくぷ· かつひこ◇1990年，大阪市
立大学大学院経営学研究科後期博士
課程修了。博士（経営学）。大阪市
立大学・神戸大学助教授を経て，

2001年より神戸大学大学院経営学研
究科教授。経済産業省委託「環境管
理会計国際標準化対応委員会」委員
長，「MFCA開 発・普及事業委 員
会」委員長。『マテリアルフロ ー コ
スト会計.l (共著，日本経済新聞社，

2002年），『環境経営のイノベー ショ
ン』（共編著，生産性出版，2006
年），『環境経営・会計』（共著，有斐
閣，2007年）他，著書多数。

植田 なるほど，環境報告古の数は日本が一 な考えをしているかが分かります。日本の場合

番多い。また，IS014000の認証取得も確か日 は，沢山のデー タは示されているが，結局，そ

本の企業がいちばん多い。こう見ると日本企業 の企業が環境問題に対してどのように考え，行

はかなり環境に熱心な気がします。世界的規模 動しているかが不鮮明になっている場合が少な

で見たとき，日本企業の環境経営情報は投資家 くないと思います。

にとってどのような意味を持っているのでしょ 植田 お話を伺っていますと， 日本の企業は，

うか。 環境問題に対して明確な戦略がないようですね。

國部 イギリスに調査に行った際に， 投資家 だんだんと世の中で「環境経営」が流行ってき

に環境情報を提供する機関に日本企業の環境情 ているみたいなので， 自分の会社でも取り組ん

報についてインタピュ ー したことがあります。 でみるか…といったことが大多数の企業の本音

曰く， 日本企業は，CO,, NOx, SOxの排出量 なのでしょうか。

や廃棄物の壁といった定鼠情報に関しては世界 國部 もちろん，日本でも明確な戦略をもっ

的にも一番詳細に情報提供していて素晴らしい。 て環境経営を実行している企業は少なくありま

しかし， 自社の環境経営のピジョンや戦略など せんが，業界横並びという意識が存在している

に関する情報は弱い，とのことでした。 ことも否定できません。

植田 具体的に欧米と比べてどの程度弱いの 植田 やはり，そうですか。しかし真に求め

でしょうか。 られているのは，単なる外見上の取組みではな

國部 欧米に比べて日本企業は，環境問題に く，きちんとした理念に基づいた取組みですね。

関して「ここを優先的にやる」といった意思表 そして， 今までのやり方を抜本的に変えるイノ

示が弱いですね。プライオリティをつけたがら ベー ション的な発想で働かないといけない。

ない傾向があります。 国部 仰るとおりです。最終的には経営トッ

欧米の場合， 自分の会社が真っ先に取り組む プ自らが判断しているかどうかに尽きます。で

環境問題は何であり， それを解決するための方 すから，環境部門任せで作成した環境報告書と

法は何であり，そして， その結果こういう成果 経営トップがきちんと目標を指示して社内全体

が出た，といった書き方なのです。投資家にと に指示を出して作成した喋境報告書とでは，読

っては，その企業が環境問題に対してどのよう んでいて違いが分かります。トップコミットメ

(385) 企業会計 2008 Vol.60 No.3 65 



ントの中で，社長が主語で文章が書かれている

場合と，主語が誰か分からないあいまいな日本

語特有の文章で書かれている場合（こちらが圧

倒的に 多い）では，現境報告書自身の内容も違

いますし，環境経営のクオリティも異なります。

環境金融の将来性

植田 いわゆる「環境金融」についてですが，

例えば
“
温暖化防止” の場合，製造業の自主的

取組みだけでは厳 しい面があると思います。 C

DM (Clean Development Mechanism)や

排出権取引といった金融的な側面も持つ手段が

どうしても必要になってくる。そして， こ うい

った分野ですと当然，金融業・証券業が大変熱

心に取り組むようになります。

これは，大きな変化だと思うのです。CDM

やるというところまでは来ておらず，むしろ外

部評価を意識している面が強いと思います。

植田 環境活動に限 定した融資なり投資とい

う所まではまだまだいっていないということで

すね。

國部 残念ながらまだ一 部に留まる状況です

ね。政策投資銀行などで優れた環境活動を行っ

ている企業に融資するという動きは出てきては

いますが。 こ れは資金需要もあるでしょうが，

借りられたことが一種のステータスになってい

る面もあるようです。理想像にはまだ遠いです

が，こういう動きが出てきているということは

非常に重要な事だとは思います。

企業活動が環境を良くする？

植田 企業活動がむしろ環境を改善する こ と

や排出権取引という新しいピジネスそのものも もあるのではないか。そして， こ の こ とに関し
大きな変化ですが，それよりも大きいのはガバ てはほとんど誰も評価してくれない，と言って

ナンス的な側面です。 いる方が最近増えてきています。

つまり，金融機関が環境経常をきちんとやっ 適正な評価は技術的にも難 しいとは思うので

ているかどうかを評価するようになってくる。 すが，この意見には一理あるのではないかと思

金融機関による「環境経営の格付け」と言うと います。確かに，企業が活動をする限りにおい

少々大げさかも しれませんが・・・。 て，環境や資源を使っているという側面があり
こ うした評価が始まると，企業にとっても環 ますので，何らかの意味で環境に負荷をかけて

境経営に取り組むか否かは非常に重要な問題に いるのは間違いないと思います。しかし，例え

なってくるでしょうし，すでにこの流れは出始 ば，ある会社が大幅な技術革新を行い，同じ製

めていると思いますが， こ の点はいかがでしょ 品を造るのに費やしていた環境資源の漿を従来

うか。特に企業に与える影需はどうなのでしょ より大幅に削減 した場合や，今までは Aという

うか。 有害な物質を入れざるを得なかったけど技術革

國部 インパクトは非常に大きいと思います。 新によってそれを抜く こ とができた場合などを

そもそも日本企業が こ れだけ環境報告書を作る 考えますと，一概に負荷とは言えないと思いま

ようにな ったのも，海外のSRI (社会的責任 す。今までの状況を1つの基準にすると， こ れ

投資）やエコファンドなどの調査，ランキング らの例は明らかに企業によって環境を改善して

などの影啓が大きかったからだと思います。 いるというふうに言えるようにも思いますが，

tヂ し 資金斌の観点から見れば，これらの これはどう考えたらよろしいでしょうか。
� � '  

評価も環境に配慮 したお金の流れが重要だから 國部 それは明らかに改善していますよね。
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昨年に閣議決定された「イノベーション25」の

中で，ェコイノベ ーションの推進が強調されて

いますが，それがまさに植田先生が仰った点で

すね。

植田 こうした行動ないしその結果は，会計

の評価システムの中ではどういうふうに位岡づ

く可能性があるのでしょうか。

國部 ひとつはファクターによる環境効率の

向上でしょうね。ただ，ファクターは比率なの

で，企業にとっての利益や社会にとっての利益

を計算できるようにすることが重要です。キヤ

ノンは廃棄物を削減するために削りしろ80%削

減したレンズの材料を開発しましたが， こ れな

どはコスト効果もあるエコイノベ ーションと言

えるでしょう。

しかし，現状の外部公表用の会計という面で

は，このような取組みを個別に評価することは

できず，定性的な評価にとどまらざるをえません。

環境影響の削減をビジネスチャンスに

―LIME の可能性は

植田 環境問題に対する企業の姿勢について

お尋ねしたいと思います。企業の環境対応とい

うと，従来は外から降って湧いたような問題に

企業がどのように対応するかが出発点だったか

と思います。それはそれで大事だと思います。

しかし，地球温暖化防止などが典型ですが，

環境問題が避けて通れない問題になってきた。

そうすると，ゴアが言っていることでもありま

すが，環境問題はオポチュニティ ー （機会）の

側面も出てきたと言うことは明らかだと思いま

す。

環境問題を機会と捉え，何らかの成果を上げ

た企業に対しては，誰もが分かるような形で評

価する必要があると思います。私の印象では，

こういう こ とに強い関心を持っている企業の方

はかなりの数いらっ し ゃると思います。そうし

た評価方法が確立されれば，多くの企業がもっと

積極的に環境問題に取り組むような気がします。

國部 環境問題をビジネス化させていくとい

うことですね。それは，大いにありますよね。

植田 環境問題をピジネス化するには，そも

そも環境負荷の削減努力が適正に評価されなく

てはならない。ところが，今までの議論で明ら

かになったように，現状では，その評価のと こ

ろがはっきりしていない。
こ の点は，環境経済学の領域である「喋境評

価」や「環境資源評価」につながるところがあ

りますので， こ れらと関連しながらうまく考え

られないかと思うのですが。

國部 削減できるものの価値を計る指標とし

ては，LIMEがありますね。今度，LIME 2 

もできて，かなりの事までできるようになって

きています。

植田 どの程度まで実現でき，また，どのよ

うな課題が残っているのでしょうか。

國部 LIMEは喋境影響の被害批を日本で

鼓も包括的に評価できる手法です。世界的に見

ても，LCIA (Life Cycle Impact Assess

ment: ライフサイクル影響評価）としては最

高水準にあると言われているもので，手法自身

は非常に高いレペルだと思います。

ただし， こ れ程の最高水準であるとはいえ，

実際問題，経営者が こ れを使って意思決定に役

立てるというのには疑問が残ります。これが最

大の問題です。学問的には非常に素晴らしいも

のなのですが……。

植田 どこに課題があるのでしょうね。私の

Method Based on Endopoint Modeling) : 環境
影密を金額で表す． 日本版の被害算定型環境影響
評価手法。 コンジョイント分析を適用して保護対

象の経済価値額を求め 、 その結果を保護対象の被
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友人にLIMEに関わっている方がいまして，

話を聞いていると， かなり使えるものだと思う

のですが…。 経営の意思決定の際に活用する情

報になるためには， どういった壁を乗り越えな

ければならないのでしょうか。

國部 環境負荷の削減が企業利益に直結しな

いことが最大の問題です。 そのため， い くら

LIMEで情報提供しても， 環境負荷を削減す

るための努力を経営者が自分から積極的に行う

ことは難しいと思います。 したがって， LIME

であれだけ様々なデー タを出していても， 結局

使っているのは比率だけなのです。 ですから企

業の具体的な使用例としては， 多くの場合の環

境影響を統合して比率の分母として使用するに

とどまっております。

LIMEは環境影響を総蜃で出すことができ

ますので， 総最をどれだけ削減することができ

たかについて経済的な価値評価の手段として使

うのが本当は一番望ましいと思います。 しかし，

現状ではそこまでいっていないわけです。

LIMEについてもう1点あります。 それは，

環境専門家から見ると数値，すなわち環境影響の

経済評価の値が低いのでは，と思われることです。

LIMEを開発した武蔵工業大学の伊坪先生

の研究では， 日本国全体の環境影響を評価した

ところ， 32兆円程度だったと言うことです。 こ

の値は， 国内総生産から比べてもそう多くあり

ませんね。 この数字をどのように評価するのか

が重要なポイントになります。

植田 この点は， 極めて大きな問題と関係し

ていると思います。 例えば「30兆円」などのよ

うにグロスの値が出てしまうと， 私は却って上

手くいかなくなるのではないかと思います。 な

らば， 30兆円出せば買えてしまう， という意味

合いにもつながってくる。一番の基本は，何物に

も変えがたい基盤になっているものがあって……。

そうするとサスティナピリティという概念は，

むしろそういうことをペースに罹いているとい

うか， 環境は1つの同じ経済財として扱えると

いう部分があることも事実なんですけど， 価格

がついておらずそれでは扱いにくいような部分

もあるのかもしれない。 このように扱いの難し

い部分も含めて情報として出てくることが大変

重要です。

私の理解ではむしろ状態の変化の評価値の方

が重要ではないかと思うのです。 その方が経営

者にとっても， これだけ変えることがこんな意

味を持つのかということが明確になり， 意思決

定情報になりやすいのではないかと思います。

グロスでいくらですと言われても， それを経営

者がどう考えたらいいか分かりません。

國部 確かにそうですね。LIMEの最も良

い点は経済評価できる点ですが， 経済評価する

ことの限界も同時にあります。 このあたりは，

LIME自身がまだ新しい手法ですから， 検討

の余地は大きいと思います。

環境を新たな資産として考える

國部 ところで， 今までの議論を通じて思っ

た事なのですが， 環境はフローだけではなく，

ストックとしても評価しなければなりません。

企業の財務諸表では， このストックの評価に大

きな課題があります。 例えば人材です。 買った

資産は出ますけど， 人材という要素は， 財務諸

表に全く出てこないわけです。

植田 大問題ですね。

國部 人材は言うまでもなく会社にとって極

めて重要なものですので， 人材に対して多額の

お金をかけるし教育もする。 その結果として，

状態の変化値である利益の上昇という形で財務

諸表が出てきますが， その基盤は資産として示

されていません。

植田 人材は， 財務諸表の「資産」という区

分の中に含まれていないのですか。「人的資本」

あるいは「人的資産」とよく言いますよね。
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國部 含まれていません。 当期の人件費以外

の情報は会計上は出てきません。

植田 そうなのですか。 ところで， 多少話が

変わりますが， これに関連した形で議論したい

ことがあります。

「サスティナプル・ディペロップメント（持

続可能な発展）」とは何か， というテ ー マがあ

り， 経済学的には大変おもしろい問題であり，

いろいろと議論になっています。 その中の1つ

の議論に， 今述べてきた「資産」という考え方

を使った議論があるのです。

それは， 経済や 社会の発展に貢献している

「資本資産」というものがあるのではないかと

いう考え方です。 経済学でも会計でもそうでし

ょうが，「資本資産」というものは， もともと

は建物のような人工的なモノのコンセプトだっ

たのですが，「人的資本」というコンセプトが

出てきた。 つまり， 資産の概念が拡張されたと

言うことができると思います。 そして， 最近で

は「自然」（地球環境と言ってもよい） そのも

のも実は資産として利用しているにもかかわら

ず， そのことを忘れているのではないか， とい

う流れになっています。 つまり， 新たなコンセ

プトして「自然資本」ということで資本資産そ

のものの考え方を広げることができるし， また

そうしていかなければならないのではないか，

といった感じです。

國部 会計学的には資産の概念を変更させる

必要が出てきますね。

植田 そうすると， 資本資産としてのストッ

クが減っていっているのか， 増えていっている

のか， ということが1つの尺度になり得るので

はないかと思うわけです。 この発想を企業会計

に当てはめて考えてみると， 企業が持っている

資産はどういうふうに変化してきているのかと

考えることができないでしょうか。

國部 確かにそうですね。

植田 そう考えますと， 先にも申し上げまし

たが， 人材というのは1つの資本資産なのでは

ないかと思うのです。 この見方で考えますと，

少子化がなぜ問題かと言われたら， トー タルな

資本資産が減っているのかもしれないというこ

とになります。 しかし， 人口1人当たりにする

と， 実は資本資産は増えていくかもしれません

ので， この点は評価をどうするかが問題になり

ます。 いずれにしろ， 資本資産がどのような状

態に変わっていっているのかということが大切

だと思います。

以上の流れで改めて「経営」というのは何を

しているかと考えますと， 様々な資本資産を組

み合わせて， 何かを作っているのが経営である

と言うことができると思います。 この
“組合わ

せ” こそが， 経営のノウハウとなるわけです。

つまり， この組合せ次第で， 同じ資本資産を持

っていても良い結果を出せるかどうかが変わっ

てくる。

実は， 持続可能な発展もこれと全く同じ要索

があります。 つまり， 様々な国が様々な資本資

産を持っていて， その資本資産を使う上手い仕

組みやノウハウを持っているかどうかによって，

その国の生活の質を向上できるようになるかど

うかが決まってしまうことになってしまう， と

いうことです。

このように考えますと， 持続可能な発展のポ

イントは， 第1に， どのような資本資産を持っ

ているか， そして第2に， その資本資産を使う

ノウハウとして何を持っているのか， という2

点が重要な要因となります。

国や地域によっては保有している資本資産が

そもそも無いという所も出てきます。 あるいは，

あるのは自然資本だけという所もありますね。

そういった所で，「自然」が非常に劣化してい

るということになると， そのストックは非常に

弱い状態ということになります。 例え悪い状態

であっても， 能力， キャパシティーがあり， ノ

ウハウを持っている所でしたら， それを自力で

回復できる力があるわけですから問題ありませ

ん。 しかし， そうでない所には， 別のノウハウ
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があるところが支援して再生しなくては， サス

テイナプルな方向へ向かわないという議論にな

ると思うのです。

ところが， 従来の経済学では， 生産要素とい

うときは， 土地， 資本， 労働， 言わば機械を念

頭に置いてやってきた。 しかし， よく考えます

と資本や機械がいちばん重要かと言われると，

そうではない。 機械を作り出せる人問の方がよ

り重要なわけです。 だからこそ最近は「知識資

本」なんて言う人もいるぐらいです。 そして，

これに加えて「自然」という資本資産のことを

忘れていたということに気がつくわけです。 こ

うした経済学的な発想の流れは， 企業の環境経

営においても有用なのではないでしょうか。

國部 それはすごく大事ですよね。 そこに環

境を入れていく。 それほかの資産にも影響して

くるということですよね。

植田 そういうことです。

國部 実際， 環境を配慮した会社は優秀な人

材を多分集めやすいはず。

植田 かもしれませんね。

國部 で， 学生などは， 環境にすごく関心が

ありますし， 植田先生もご存じかもしれません

が， 環境にかかわる学生は優秀ですよね（笑）。

植田 そう思います。

國部 企業の講演でいつもそう言うと， そこ

だけ注意して聞かれるんですね（笑）。 でも何

にも実証してないんですけど。 しかし， 少なく

とも環境に配慮している会社は安全ですよね。

配慮が劣っている会社よりも働く場としては安

全ですから。 そのような面も含めて， 資産化し

て評価する仕組みも考えていくぺき重要な課題

と思います。

「社会的責任」かち「地球益」へ

植田 経済学で企業を捉えるときは， どうし

ても「点」のように見てしまうのです。 また，

公共と民間の区分からは， 民間となる。 そして

民間ということで，“私的なもの
”

“私的利潤を

最大化するもの
”

と考える。 つまり， あくまで

も「私的」な存在であり， 個々の企業は「点」

と捉えるのです。 しかし， 実際は超巨大な企業

もあるわけですよね。

國部 国より大きな企業もありますね。

植田 そうなのです。 国よりも大きな企業の

存在は実は私的ではなく極めて社会的な存在で

あるという側面があります。 そうすると， 人々

の企業に対する目も当然厳しくなり， 何故あれ

ほどの企業があんなことをするのかという見方

が当然出てくるわけです。

國部 そうです。

植田 昨今，「CSR 経営」というのがプーム

になっていますが， こういった風潮が出たのは，

まさに何らかの意味での企業の社会的貢献度，

別の言葉で言い換えますと， 企業の持っている

社会性が評価の対象になっているということだ

と思います。

國部 全く私も同感ですね。

植田 現在私の大学には講座の1つに，「地

球益経済」というのがあります。

國部 「地球益」ですか。

植田 そうなのです。 正直どこまでの内容の

講義をすればよいのか分からなく， 当初は四苦

八苦していたのです。

「環境経営」というと企業の経営をイメー ジ

してしまいますが， よく考えると自治体なども

その範賭に入ると思います。 例えば， 自治体は

ごみ処理をしていますが， そのごみ処理をどう

すれば上手く効率的にやれるのか， といったこ

とは， まさに環境経営そのものだなと思うので

す。 こういったことから企業であれ自治体であ

れ環境経営という範賭に入るものだと思ってお

ります。

ところで， 今まではこうした「経営」という

のは1つの小さなミクロな単位であり， マクロ
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経済学がもっと大きなマクロな単位を扱ってい

ると思っておりました。

しかし， この「地球益」を考えるに当たって，

地球的規模の経営という問題の方がもっと大き

な， そうマクロ経済よりも地球を経営するすな

わち地球経営の方がより大きいことを扱ってい

るという面もかなりあるのではないかと思って

きました。 そして， こういう地球的規模の発想

が今後はますます重要になってくると痛感して

おります。

國部 そういう地球規模的な発想をしている

経営者もいますよね。 例えば東芝の西田社長は

「地球内企業」という言い方をされています。

このような企業コンセプトを実際の経営と結び

付けていくことが重要と思います。

環境経営イノベーション

推進のために

植田 最後にお尋ねします。 本日の議論で，

環境経営の世界にも様々な新しい動きが進んで

いるけれどもまだまだ課題が残っている， とい

うことが大変よく分かりました。

今後， 哀境経営を促進するためには， イノペ
ーティプな段階に進まないといけないと痛感し

たわけですが， これを「環境経営イノベー ショ

ン」と呼ぶとして， 環境経営イノペ ー ションを

推進させるためには， 今どういうことを考えて

いかないといけない， あるいはどういうことを

していこう， していくべきか， 何か示唆いただ

ければありがたいと思います。

国部 企業だけで環境イノペー ションを起こ

すことは構造的にできないと思います。 したが

って， マ ー ケットや社会を含めた全部の仕組み

が変わって， それを求めるような形をどう創り

出すかが非常に大切だと思います。 ただし， 誰

がそのためのイニシャティプをとるかというと，

その面で企業の役割は非常に大きいと思います。

現状では， 画期的なイノベーションを求める

力がマ ー ケット面でまだまだ弱いと思います。

しかし， マ ー ケットの考え方が変わることをの

んびりと待っている時間はありません。 したが

って， 企業が率先して実践し， それを社会が支

えることが大切です。

そのためには経営トップのリ ーダーシップと

それを支えるマネジメント・システムの整備が

不可欠です。 先にも述べましたように， 既存の

経営手法はすべて環境を構造的に排除していま

すから， それを取り入れる工夫をしなければな

りません。

また， そのような企業を評価するような市場

や社会を作り出す地道な取組みも必要でしょう。

環境情報開示をするのもそのひとつですし， 環

境教育や工場見学などの受入れは， 地味な活動

のようですが， 企業にとってもステイクホルダ

ーからの情報が入ってくる窓口となるので， 長

期的な効果が大きいと思います。

植田 なるほど。 聞いていて思ったのですが，

企業の環境経営の取組みや成果をもっと積極的

に幅広く紹介できる場があるとよいですね。 誰

も知る機会がないだけで， 実際には， 色々なと

ころで環境経営イノベー ションをやっているの

ではないかと。

國部 現境イノベー ションは社会的資産です

から積極的に公開していく機運が重要と思いま

す。

植田 もはや企業は私的なモノではなく社会

的存在なのですから， 企業だけではなくステイ

クホールダー と一緒に変わらなくてはいけない

時代ですね。

環境イノペ ー ションを成功させるためには，

先生が仰ったように， 一種の共進化というか，

両方が進化していかないといけないということ

ですね。

本日は， 大変興味深いお話をどうもありがと

うございました。
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